
 

37 

 

別添４ 
 
厚生労働科学研究費補助金補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書  
 

地域高齢者の市販弁当、惣菜等の利用状況を含めたツール素案の作成 
 

 
研究代表者 本川佳子 

研究分担者 小林知未、飯坂真司  

研究協力者 山本かおり、早川美知、三上友里江 

 

研究要旨 

後期高齢者の急増とともに低栄養を有する者の割合が増加することが予想され、地域に

おける適切な栄養支援を可能とする食環境整備が重要な課題となっている。平成 24年内閣

府調査によると高齢者が普段利用する食事サービスで多いのは「外食」や「店で売ってい

る弁当やお惣菜」が多く、利用する者の割合がそれぞれ 4 割を占め、単身や高齢夫婦世帯

の増加、スーパー、コンビニエンスストアの充実等も伴い、高齢期の食生活に外食・市販

弁当等が占める割合は今後も高くなると推察される。このため地域高齢者の適切な栄養支

援に向けては、市販弁当等の利用状況を考慮し地域高齢者の食生活の実態に即した、食環

境整備の推進を行っていく必要がある。 

本研究では分担報告書「地域高齢者の市販の惣菜等の利用状況を含めた摂取状況の比較お

よび食事パターンの検討」「地域高齢者の市販弁当等の食品分析による実態に即した栄養素

等摂取量の把握」の結果をもとに、市販弁当等の利用状況を考慮し高齢者の適切な栄養支援

の一助とするための地域高齢者の適切な食事に資する普及啓発用ツール素案を作成した。 
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A.研究目的 

 高齢者がよく利用する食事サービスは外

食、市販弁当・惣菜等の購入であり、約 40％

の利用率と報告されているが、外食は後期

高齢者で利用率が大きく減少する。一方で、

市販弁当・惣菜等の購入は前期高齢者、後

期高齢者で大きな乖離はなく、どの年代で

も手軽に利用できる食事サービスである。 

分担報告書「地域高齢者の市販の惣菜等

の利用状況を含めた摂取状況の比較および

食事パターンの検討」から、市販の弁当、

総菜等の使用を含めた食事パターンの実態

や、推奨量の達成状況が明らかとなり、自

炊で食事をする場合と比較して、ビタミン、

ミネラルが低値を示しやすいことや、欠食

があることで種々の栄養素が低値を示し、

低栄養リスクにつながる可能性が考えられ

た。また分担報告書「地域高齢者の市販弁

当等の食品分析による実態に即した栄養素

等摂取量の把握」より国民健康・栄養調査

と同様の方法で計算した栄養素等摂取量と

分析値は比較的高い一致率を示し、また、

栄養成分表示と分析値についても高い一致

率を示すことが明らかとなった。 

 本研究ではこれらの結果をもとに、市販

弁当等の利用状況を考慮し高齢者の適切な

栄養支援の一助とするための地域高齢者の

適切な食事に資する普及啓発用素案の作成

を行った。 

 

B.研究方法 

分担報告書「地域高齢者の市販の惣菜等

の利用状況を含めた摂取状況の比較および

食事パターンの検討」で得られたデータを

もとにツール素案作成のため以下の解析を

行った。 

①市販の弁当、総菜等の使用状況、欠食の

状況を踏まえたツール素案の作成 

 

②潜在クラス分析を用いたツール素案の作

成 

 弁当、総菜等の使用状況のセグメントを

決定し、ツール素案作成を行う目的で潜在

クラス分析を行った。 

 

（統計解析） 

統計解析には SPSS ver. 25.0 および stata

を用いた。カテゴリー変数の解析にはχ2

検定を行い、ツールの検討のため潜在クラ

ス分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は東京都健康長寿医療センター研

究所研究倫理委員会の承認を得て行った

（2018年 11月 19日 承認番号 56、2019

年 1月 11日 承認番号 迅 46）。 

1）資金源からの独立性 

本研究は平成 31 年度厚生労働科学研究費

補助金によって執り行われており企業等か

らの資金提供はない。 

2）利益相反 

本研究は上記に記載した研究助成金により

執り行なったものである。 

研究者全員がこの研究について経済的な利

益相反はない。 

 

C.研究結果 

①市販の弁当、総菜等の使用状況、欠食の

状況を踏まえたツール素案の作成 

 弁当、総菜等の使用状況、欠食の状況を

踏まえたチャート式のツール素案を作成し

た（図 1）。A～Gの該当割合は、Aが 2.8％、
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Bが 2.8％、Cが 4.0％、Dが 7.1％、Eが

27.1％、Fが 4.2％、Gが 52.0％であった。

また F、Gについては、市販の使用回数に

ついて追加解析を行った（表 1）。市販の使

用回数別の比較検討の結果は、脂質、炭水

化物摂取量は弁当、総菜等の使用回数が多

いほど有意に高値を示し、カリウム、マグ

ネシウム、α-トコフェロール、葉酸、ビタ

ミンＣ、食物繊維総量は自炊が多いほど有

意に高値を示した。 

 

②潜在クラス分析を用いたツール素案の作

成 

 弁当、総菜等の使用状況のセグメントを

決定し、ツール素案作成を行う目的で潜在

クラス分析を行った（表 2、図 1）。2クラ

スで BIC最小、3クラスでは結果の収束は

認められなかった。 

 

D.考察 

 潜在クラス分析の結果はツール素案作成

のための情報として有意な傾向は認められ

ず、分担報告書の結果を含めたツール素案

を市販の弁当、総菜等も含めた適切な食事

摂取のための普及啓発資料とし、ツール素

案を作成した（資料）。本事業においては、

普及啓発用のツール素案作成までを事業の

目的としていたが、今後本ツールの効果検

証からブラッシュアップを行う予定である。

65 歳以上の高齢者は顕著に増加しており 1)、

本ツール素案の普及・啓発により、地域包

括ケアシステムの下、できるだけ住み慣れ

た地域で在宅を基本とした生活の継続を目

指すための、適切な栄養管理を可能とする

食環境整備の推進や普及・啓発に大きく貢

献すると考えられる。 

 

E.結論 

最終成果物として市販弁当等の利用状況

を考慮し高齢者の適切な栄養支援の一助と

するための地域高齢者の適切な食事に資す

る普及啓発用ツール素案を作成した。 

今後本研究結果の普及・啓発により、地

域包括ケアシステムの下、できるだけ住み

慣れた地域で在宅を基本とした生活の継続

を目指すための、適切な栄養管理を可能と

する食環境整備の推進や普及・啓発に大き

く貢献すると考えられる。 
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表 1 市販の回数別の栄養素等摂取量の比較 
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表 2 クラス構成比率とクラス別市販弁当利用応答確率 

 

 

 

図 1 潜在クラス分析で抽出された 2つのクラス別の市販弁当利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

42 

 

資料 

 

 

 

 

 

 



 

43 

 

 

 

 

 

 

 



 

44 

 

 



 

45 

 

 

 

 

 

 

 


